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介護老人保健施設能見台パートリア 
個 人 情 報 保 護 規 程 

第1章 総 則 

 
（目 的） 
第1条 この規程は、「個人情報の保護に関する法律」並びに「医療・介護関係事業所にお

ける個人情報の適切な取り扱いのためのガイダンス」に基づき、医療法人社団孝
和会(以下「法人」という。)が開設する介護老人保健施設能見台パートリア(以下
「施設」という。)が保有する利用者やその家族(以下「利用者等」という。)につ
いての個人情報の適切な取り扱いの確保についての基本的事項を定め、利用者等
の権利利益の保護を図るとともに、施設の適切な運営に資することを目的とする。 
 

（定 義） 
第2条 この規程において「個人情報」とは、施設が作成保有するケアプラン、施設サー

ビス提供に係る計画、提供したサービス内容等の記録、身体的拘束等に係る記録、
苦情の内容等の記録、事故の状況等の記録等による利用者等に関する情報であっ
て、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別
することができるもの(身体、財産、社会的地位に関する事実を表す情報等他の
情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することができ
ることとなるものを含む。)をいう。 

 ２  この規程において「個人情報データベース等」とは、電子的に検索できるもの
のほか、介護関係記録等の特定個人情報を一定の規則に従って整理することによ
り特定の個人情報を容易に検索することができるように体系的に構成した情報
の集合物であって、目次、索引その他検索を容易にするためのものを有するもの
をいう。 

 
（法人等の責務） 
第3条 法人は、この規程の目的を達成するため、個人情報の保護に関し必要な措置を講

じなければならない。 
  ２ 法人の役員及び施設の従業者は、職務上知り得た利用者等に関する個人情報をみ

だりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。その職を退いた後
も同様とする。 
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第2章 個人情報の利用目的及び取得並びに公表 

（取得の制限） 
第 4 条 法人は、利用者等との契約書等から個人情報を取得するときは、個人情報の利用

目的を事前に明示し、当該事業の目的を達成するために必要な範囲内で、適法か
つ公正な手段により取得しなければならない。 

  ２ 利用目的を変更し、又は、利用目的以外に使用するために個人情報を取得する場
合は、予めその利用目的を利用者等本人に通知し、又は公表しなければならない。 

  ３ 法人は、思想、信教および信条に関する個人情報並びに社会的差別の原因となる
個人情報については、取得してはならない。ただし、法令又は条例(以下「法令等」
という。)に定めがある場合及び個人情報を取り扱う事業の目的を達成するため
に当該個人情報が必要かつ欠くことができない場合は、この限りではない。 

４ 法人は、個人情報を取得するときには、本人からこれを取得しなければならない。
ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

（１） 本人の同意があるとき 
（２） 法令等に定めるとき 
（３） 出版、報道等により公にされているとき 
（４） 個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、緊急かつやむを得ないと認めら

れるとき 
 

（利用者目的の特定・公表） 
第4条 法人は、施設における業務で通常予想される利用目的を別紙 1 記載の通り特定

し、これを施設内に掲示して公表するものとするとともに、利用者等から予め利
用について同意を得るものとする。 
 

第3章 個人情報の管理 

（適正管理） 
第 6 条 法人は、利用者に対する適切なサービスを提供するため、個人情報を正確かつ最

新の状態に保つように努めなければならない。 
  ２ 法人は、個人情報の漏えい、滅失及び毀損防止その他の個人情報の適正な管理の

ために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 
  ３ 法人は、保有の必要がなくなった個人情報については、速やかに消去し、又はこ

れを記録した文書等を破棄しなければならない。ただし、歴史的資料として保有
されるものについては、この限りではない。 

 
（委託等に伴う措置） 
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第 7 条 法人は、介護サービスの提供に必要な業務の一部について委託等を行うときは、
個人情報の保護に関し次の各号に定める措置を講じなければならない。 

（１） 再委託の禁止 
（２） 第三者への提供の禁止 
（３） 委託された事業以外への使用の禁止 
（４） 複写及び複製の禁止 
（５） 秘密保持の義務 
（６） 返還及び廃棄の義務 

 
（受託者等の責務） 
第 8 条 法人から介護サービスの提供に必要な業務の一部について受託した者は、前例に

基づき個人情報の漏えい、滅失及び毀損防止その他の個人情報の適正な管理のため
に必要な措置を講ずるように努めなければならない。 

 ２ 前条の受託事業に従事している者はまたは従事していたものは、その事業に関し知
り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。 

 
（漏えいなどの報告など） 
第 9 条  法人は、その取り扱う個人データの漏えい、紛失、既存その他の除塵データの

安全の確保に係る事態であって個人の権利利益を害するおそれが大きいものとし
て、つぎの各号のいずれかに該当するものが生じたときは、法令の定めるところに
より、当該事態が生じた旨を個人情報保護委員会に報告するものとする。 
（１） 要配慮個人保護情報が含まれる個人データ(高度な暗号化その他の個人権

利利益を保護するために必要な措置を講じた物を除く。)の漏えい、滅失も
しくは毀損（以下「漏えい等」という。)が発生し、又は発生したおそれが
ある事態 

（２） 不正に利用されることにより財産的被害が生じる恐れがある個人データの
漏えい等が発生し、又は発生したおそれがある事態 

（３） 不正の目的をもって行われたおそれがある個人データの漏えい等が発生し、 
又は発生したおそれがある事態 

（４） 個人データに係る本人の数が千人を超える漏えい等が発生し、又は発生し  
又はしたおそれがある事態 
 

 

第 4 章 個人情報の利用及び提供 

(個人情報の利用及び提供の制限) 
第 10 条 法人は、個人情報を取り扱う事業の利用目的の達成に必要な範囲を超えた個人
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情報の施設における利用(以下「目的外利用」という。)及び施設以外の者への提供
（以下「第三者提供」という。）をしてはならない。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、法人は次の各号のいずれかに該当する場合は、目的外 
利用又は第三者提供をすることができる。 
（１） 本人の同意があるとき 
（２） 法令などに定めがあるとき 
（３） 出版、報道等により公にされているとき 
（４） 個人の生命、身体又は、財産の安全を守るため、緊急かつやむを得ないと認

められるとき 
（５） 国の機関若しくは地方公共団体又は、その委託を受けた者が法令の定める

事業を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同
意を得ることにより当該事業の遂行に支障を及ばすおそれがあるとき。 

 ３  法人は、目的外利用又は第三者提供をするときは、本人及び第三者の権利利益を 
不当に侵害することがないようにしなければならない。 

 
(個人情報の第三者提供に伴う制限) 
第 11 条 法人は、個人情報の第三者提供をする場合は、第三者提供を受ける者に対し、

個人情報使用目的若しくは使用方法の制限その他の必要な制限を付し、又はその適
切な取り扱いについて必要な措置を講ずることを求めなければならない。 

 ２  法人は、事業の執行上必要かつ適切と認められ及び個人情報について必要な保護
措置が講じられている場合を除き、インターネット等による個人情報の第三者提供
をしてはならない。 

 

第5章  自己の個人情報の開示及び訂正並びに利用停止などの申出 

(開示申し出ができる者) 
第 12 条 何人も、法人に対し、法人が保有する自己の個人データベース等(以下「自己情

報」という。)の開示の申出(以下「開示申出」という。)をすることができる。 
 ２ 自己情報の開示申出は、本人に代わって代理人によって行うことができる。 
 
(開示申し出方法) 
第 13 条 前条の規定に基づき開示申し出をしようとする者は、法人に対して、別に定め 

る自己情報開示申出書を提出しなければならない。 
２  開示申出をしようとする者は、法人に対して、自己が当該開示申出にかかる 

個人情報の本人又はその代理人であることを証明するために必要な書類で別に定
めるものを提出し、又は提示しなければならない。 

３  法人は、開示申出書に形式上の不備があると認めるときは、開示申出をした者
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(以下「開示申出者」という。)に対し、相当の期間を定めてその補正を求めるこ
ととし、開示申請者が補正を行わない場合には、当該開示申し出者に応じないこ
とができる。 

 
(開示申出に対する決定) 
第 14 条 法人は開示申出があった日から原則として 10 日以内に、開示申出者に対して、 

開示申出に係る個人情報の全部若しくは一部を開示する旨の決定又は開示しない
旨の決定(第 18 条の規定により開示申出を拒否するとき及び開示申出にかかる個人
情報が記録された個人情報データ等を保有していないときの当該決定を含む。)を
するものとする。但し、前条 3 項の規定により、補正を求めた場合にあっては、当
該補正に要した日数は、当該期間に参入しない。  

  ２ 法人は、前項の決定（以下「開示決定等」という。）をしたときは、開示申出者に
対し、遅滞なく書面によりその旨を通知するものとする。 

  ３ 法人は、やむを得ない理由により、第 1 項に規定する期間内に開示決定等をする
ことができないと認められる場合には、30 日以内に決定するものとする。 

  ４ 法人は、第 1 項の規定により開示請求に係る個人情報の全部又は一部を開示しな
いときは、開示申出者に対し、第 2 項に規定する書面によりその理由を示すものと
する。 

  ５  法人は、開示決定等をする場合において、当該決定に係る個人情報に法人以外
の者との間における協議、協力等により作成し、又は取得した個人情報があるとき
は、これらの者の意見を聴くことができる。 

 
(開示の方法) 
第 15 条 個人情報の開示は、個人情報が記録された個人情報データベース等の当該個人

情報に係る部分につき、書面の交付又は開示申出者が同意した方法により行う。 
 
(開示しないことができる個人情報) 
第 16 条 法人は、開示申立てに係る個人情報が次のいずれかに該当する場合は当該個人

情報の全部または一部を開示しない事ができる。 
（１）法令などの定めるところにより本人に開示することができないと認められるとき 
（２）施設の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 
（３）開示することにより、第三者の権利利益を侵害するおそれがあるとき 
（４）市町村その他関係機関との間における協議、協力等により作成し、又は取得した個

人情報であって、当該機関が開示することに同意しないとき 
 
(一部開示) 
第 17 条 法人は、開示申出に係る個人情報に、前条各号のいずれかに該当することによ
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り開示しないことができる個人情報(以下「非開示情報」という。)とそれ以外の個人情報
とがある場合において、開示申出の趣旨が損なわれることがないと認められるときは、非
開示情報を除いて、開示するものとする。 
 
(個人情報の存否に関する情報) 
第 18 条 開示申出に対し、当該開示申出に係る個人情報が存在しているか否かを答える

だけで、非開示情報を開示することとなるときは、法人は、当該個人情報の存否を明
らかにしないで、当該開示申出を拒否することができる。 

 
（訂正の申し出ができるもの） 
第 19 条 何人も、第 14 条第１項の規定による開示の回答を受けた自己情報に事実の誤り

があると認めるときは、法人に対し、その訂正の申出をすることができる。 
 ２ 第 12 条第 2 項の規定は、訂正の申出について準用する。 
 
(削除の申出ができるもの) 
第 20 条 何人も、法人が第 4 条の規定に反して自己情報を収集し、又は第 6 条第 3 項の

規定に反して自己情報を保有していると認めるときは、法人に対し、その削除の申出
をすることができる。 

 ２ 第 12 条第 2 項の規定は、削除の申出について準用する。 
 
(目的外利用及び外部提供の利用停止の申出ができるもの) 
第 21 条 何人も、法人が第 10 条第 1 項又は第 11 条各項の規定に反して自己情報の目的
外利用又は第三者提供をしたと認めるときは、法人に対し、その中止の申出ができる。 
 ２ 第 12 条第 2 項の規定は、利用停止の申出について準用する。 
 
(訂正などの申出の方法) 
第 22 条 第 19 条から前条の規定に基づき訂正、削除、利用停止(以下「訂正等」という。)

の申出をしようとする者は、法人に対して、別に定める自己情報開示等申出書を提示
しなければならない。 

 ２ 訂正などの申出をしようとする者は、当該訂正等を求める内容が事実に合致する事
を証明する書類等を提出し、又は提示しなければならない。 

 ３ 13 条の第 2 項及び第 3 項の規定は、訂正等の申出について準用する。 
 
（訂正などの申出に対する決定） 
第 23 条 第 14 条に各項の規定は、訂正等の申出に対する決定(以下「訂正決定等」とい

う。)に準用する。 
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(費用の負担) 
第 24 条 この規定による自己情報の開示及び訂正に係る費用は、無料とする。 

ただし、法人は自己情報の写しの交付に要する実費について、請求者に負担を求める
ことができる。 
 

第 6 章 異義の申出、その他 

（異議の申出） 
第 25 条 開示申出者又は訂正等の申出者は、第 14 条第 1 項による開示決定等又は第 23

条による訂正決定等について不服があるときは、法人に対して書面により異議の申出
(以下「異議申出」という。)ができる。 

  ２ 前項の異議申出は、開示決定等又は訂正決定等があったことを知った日の翌日か
ら起算して 60 日以内に行わなければならない。 

 ３ 第 1 項の異議申出があった場合、法人は、当該異議申出のあった日から原則とし
て 14 日以内に対象となった開示決定等又は訂正決定等について再度の検討を行っ
たうえで、当該異議申出についての回答を書面により行うものとする。 

 ４ 法人は、やむを得ない理由により、前項に規定する期間内に異議申出に対する回
答を行うことができないと認められる場合には、30 日以内に決定するよう努める
ものとする。 

 ５ 第 3 項及び前項に定める異議申出に対する対応は、法人が別に定める苦情解決に
関する規程により行うものとする。 

 
（他の制度との調整等） 
第 26 条 他の法令等の規定により、法人に対して自己情報の開示等の請求その他これに

類する請求ができる場合は、その定めるところによる。 
（内部監査員監査） 
 
第 27 条 施設⻑は、個人情報保護が本規程に基づき適正に執行されているか、年 1 回内

部監査員に内部監査を行わせるものとし、監査結果を理事⻑に報告させるものとする。 
 
(委 任) 
第 28 条 この規程の施行に関し必要な事項は、理事⻑が別に定める。 
付 則 
  この規程は、平成 17 年 4 月 1 日から施行する。 

この規程は、令和 4 年 6 月 1 日から施行する。 
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(別紙１) 

個人情報の利用目的 

【利用者への介護サービスの提供に必要な利用目的】 

〔施設内部での利用〕 

・施設が利用者等に提供する介護サービス 
・介護保険事務 
・入退所等の管理業務 
・会計・経理業務 
・事故などの報告 
・介護サービスの向上 
〔他の事業者等への情報提供〕 
・サービス提供困難時の事業所間の連絡、紹介等 
・当該利用者に居宅サービスを提供する他の居宅サービス事業所や居宅介護支援事業者等

との連携(サービス担当者会議等)、照会への回答 
・施設が利用者に提供する介護サービスの一部の業務委託 
・家族等への心身の状況説明 
・介護保険事務についての審査支払機関へのレセプトの提出、審査支払機関又は保険者か

らの照会への回答 
・損害賠償保険などに係る保険会社等への相談又は届出等 
・偽りその他不正な行為によって保険給付を受けている場合等の市町村への通知 
・利用者に病状の急変が生じた場合等の主治の医師への連絡等 

【上記以外の利用目的】 

〔施設内部での利用目的〕 

・介護サービスや業務の維持・改善のための基礎資料 
・施設において行われる学生の実習への協力 

〔行政機関等の報告・立ち入り検査等〕 

・市町村による文書等提出等の要求への対応 
・厚生労働大臣又は都道府県知事による報告命令、帳簿書類等の提示命令等への対応   
・都道府県知事による立ち入り検査等への対応 
・市町村が行う苦情に関する調査への協力等 
・事故発生時の市町村への連絡 



                    １ 

             自己情報開示申出書 

            (提出年月日)     年(⻄暦)  月  日 

医療法人社団  孝 和 会 
理事⻑   柳 澤 和 裕 
                     開示申出者(□本人 □代理人) 

                     氏名                ○印  

                     住所 
                     電話番号 
                     連絡先 
                     （本人の氏名             ） 
 
私の個人情報について、つぎのとおり開示の申出をします。 

 
 
 

個人データ記録の 
記録名又は内容 

あるいは必要期間 
 
 
 

 

 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
     年   月   日〜    年   月   日   
 

本人又は代理人で
あることを証明す
るもの 

□ 運転免許証   □パスポート    □健康保険証 
□写真付住⺠基本台帳カード       □印鑑証明書と実印 
 

 
備   考 

 

 

（記入方法等） 
１  該当する□欄にチェックしてください。 
２  請求者は、請求書提出時日本人であることを証明するものをご提示ください。 
３  代理人の方は、本人の氏名もご記入のうえ、代理人兼を有することを証明する書面

を添付してください。 
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                      発     号 
                           年 (⻄暦)   月   日 
              殿 
                           

医療法人社団  孝 和 会 

理事⻑   柳 澤 和 裕 ○印  

           自己情報開示申出について 

貴殿からの   年(⻄暦) 月  日付自己情報開示申出につきましては、検討 

の結果、 

□ 開示する 

□ 一部開示する 

□ 開示しない 

ことといたしましたので、お知らせします。 

 なお、開示しない理由は、下記のとおりです。 

                 記 

（理由） 
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自己情報訂正等申出書 

                 (提出年月日)     年(⻄暦)  月  日 

医療法人社団  孝 和 会 
理事⻑   柳 澤 和 裕  殿 
開示申出者(□本人 □代理人) 
                     申出者（□本人 □代理人） 

 氏名                ○印  

                     住所 
                     電話番号 
                     連絡先 
                    （本人の氏名             ） 
 先般開示を受けた私の個人情報について、つぎのとおり「訂正・追加・削除・利用停止」 
の申出をします。 

開示を受けた年月日 特
定する記録文書名 

     年(⻄暦)    月   日 

 
請求の内容 

□ 訂正等    □ 消去    □利用の停止 

 
 
 

本人又は代理人であるこ
とを証明するもの 

□ 運転免許証  □パスポート  □健康保険証 
□写真付住⺠基本台帳カード  □印鑑証明書と実印 

備   考 

 
 
 
 
 

（記入方法等） 
１  該当する□欄にチェックしてください。 
２  請求者は、請求書提出時日本人であることを証明するものをご提示ください。 
３  代理人の方は、本人の氏名もご記入のうえ、代理人兼を有することを証明する書面

を添付してください。 
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                             発     号 
                           年 (⻄暦)   月   日 
              殿 
                           

医療法人社団  孝 和 会 

理事⻑   柳 澤 和 裕 ○印  

      自己情報［訂正等・消去・利用停止］について 

 貴殿からの    年(⻄暦) 月  日付自己情報訂正申出について、当法人

において事実の確認の調査を行いました結果、以下のとおり[訂正等・消去・利

用停止]をすることといたしましたので、お知らせいたします。 

なお、[訂正等・消去・利用停止]の内容は次の通りです。ご確認ください。 

     □訂正等        □消去       □利用の停止 

お
申
出
内
容 

 
 
 
 
 
 

 

当
方
の
対
応 

 
 
 
 
 
 
 
 

備
考 
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                                発     号 
                           年 (⻄暦)   月   日 
              殿 
                           

医療法人社団孝 和 会 

理事⻑   柳 澤 和 裕 ○印  

        自己情報訂正等の申出について 

 貴殿からの   年(⻄暦) 月  日付自己情報訂正等申出について、当法

人において事実の確認の調査を行いました結果、[訂正・消去・利用の停止]をし

ないことといたしましたので、お知らせいたします。 

なお、自己情報の[訂正・消去・利用の停止]をしない理由は、下記のとおりです。 

              記 

（理由） 
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自己情報開示申出委任状 

 

 

私        は、次の者に対して自己情報の開示申出権限及び開示情報

受領権限を与えます。 

 

（代理人）住所                              

      

氏名                  ○印  

 

上記委任します。 

 

   年(⻄暦)  月  日  

(本 人)  住所                              

      

氏名                  ○印  

 

 


